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３ 多様な個人が労働参加し、意欲を持って働ける労働市場に向けて 

（３－１ 多様な個人の労働参加に向けて） 

＜①個人に寄り添った多様で柔軟な人材活用へ＞ 

○  人手不足が深刻化する一方で、人々の就労意識や働き方へのニーズが多様化してい

る。より多くの人の労働参加・活躍を促すためには、賃金や労働条件の改善にとどま

らず、多様な人材が自身の希望に合わせて働ける職場環境の整備を行い、労働参加の

インセンティブの向上を図る必要がある。   

従来、我が国では、将来の勤務地や職務の変更、残業について労働者側が命令を断

れず、労働者個人の事情が必ずしも十分に考慮されない雇用管理が正社員について顕

著にみられていた1。 

多様な個人の労働参加を一層促していくためには、各々のライフスタイルや価値観

に応じた多様で柔軟な働き方が実現できるよう、様々な選択肢を提示できる雇用管理

へと転換を図っていくことが必要である。 

 

＜②正規・非正規の二極構造からの転換＞ 

○  企業側から提示される職務内容・勤務条件と労働者が希望する働き方が合致しない

場合には、離職に繋がり得ることから、企業の人材確保と労働者のワーク・ライフ・

バランスを図るとともに、非正規雇用労働者の正社員転換等を進めることによるいわ

ゆる正社員と非正規雇用労働者との働き方の二極化の緩和を念頭に、職務、勤務地、

労働時間を限定した「多様な正社員」の普及が進められてきた2。 

○  雇用均等基本調査によると、多様な正社員制度（短時間正社員、勤務地限定正社員、

職種・職務限定正社員）がある事業所は、2022年度で 24.1％となっている一方、短時

間正社員として勤務できる事業所のうち実際に利用しているのは 3.4％、勤務地限定

正社員として勤務できる事業所のうち実際に利用しているのは 11.6％、職種・職務限

定正社員として勤務できる事業所のうち実際に利用しているのは 13.9％となっており、

制度が普及し始めているものの、実際の利用がされていない現状がみられる。多様な

正社員制度の更なる普及とともに、個々の職場の実情に合わせて、労働者・企業側で

協議し利用が図られていくことが求められる。 

 なお、これまで希望する労働者の正規化については、キャリアップ助成金等を通じ

た支援がなされてきたところであり、多様な正社員の適切な活用とともに、進められ

ていくことが望まれる。 

○  多様な正社員が効果的に活用されていくためには、企業側・労働者側双方の希望を

擦り合わせることが重要である。特に配置転換等の際、トラブル防止のために、事前

に労働者に対して限定の内容の明示をすることが大切である。2024 年４月以降、労働

 
1 鶴光太郎 (2023)『日本の会社のための人事の経済学』 株式会社日経 BP 
2 厚生労働省ホームページ「多様な正社員」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/tayounaseisyain.html
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基準法施行規則の改正に伴い、新たな労働契約の締結の際、事業所に対して就業場

所・業務の変更の範囲についても明示義務が課されている。これを契機に、企業・労

働者ともに雇用管理への理解を深め、対話を通じて労働者の希望に応じた働き方を選

択できるような仕組み（いわゆる正社員と多様な正社員の間の転換に関する社内ルー

ルなど）を構築し、活用していくことが重要である3。 

○  さらに多様な正社員を普及していくためには、いわゆる正社員かどうかに関わらず、

パフォーマンスを公正に評価し、処遇することで様々な形態で働く労働者が働きがい

を感じられるようにすることが重要である。公正な評価を行うためには、評価の目的

や内容を明確にし、企業ごとに労使で十分に話し合い評価方法等を決めていくことが

必要である。 

 

＜③長時間労働を前提としない職場づくり＞ 

○  これまで以上に多様な個人の労働参加を促していくためには、上述した多様な働き

方に関する制度面の整備や活用促進だけでなく、長時間労働を前提とした働き方を社

会全体で変えていくことが重要となる。 

 長時間労働については、これまで働き方改革等を通じて様々な取組みがなされてき

ており、総務省「労働力調査」によれば、2013 年には 8.8％であった週間就業時間が

60 時間以上の者の割合は、2022年に５％程度まで減少し、一般労働者の総実労働時間

は近年では 1800 時間を切る水準まで改善している。 

特に時間外労働については上限規制が課されており、大企業に対しては 2019年から、

中小企業に対しては 2020 年から、それぞれ適用されている。また、2024 年には、そ

れまで適用猶予となっていた建設業、トラック・バス・タクシードライバー、医師に

おいても各業種の実態に応じた上限規制が適用されており、全ての業界において上限

規制が適用されている。 

○  近年、個人のライフスタイルや価値観に応じた多様で柔軟な働き方について労働者

の関心が高まっており、労働者が職業を選ぶ上で、働く業界の労働時間がどの程度で

あるかは重要な判断要素の一つとなっている。今後、各業界が人手不足に対応してい

く必要に迫られる中、長時間労働の削減を含むウェルビーイングを高める働き方改革

は、求職者に選ばれる業界になるために取り組むべき重要なテーマの一つであり、業

界全体で改善を図っていくことが必要である。業界全体において、法令遵守の意識を

高めるとともに、不合理な慣行の是正や好事例の共有などを通じて、働き方を見直し

ていくことが求められる。 

○  また、個々の企業レベルにおいても、「残業を前提とした仕事の仕方」、「残業をし

てくれる社員」や「転勤を受け入れてくれる社員」がいることを前提とした人事管理

 
3 厚生労働省 HP において、多様な正社員の円滑な導入・運用に関する資料が公表されているため、参照

されたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/tayounaseisyain.html
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を行わないことが重要であり、慣例となっている仕事の仕方やマネジメントの在り方

について、個人のキャリアアップを阻害するものではないか等を改めて点検し、改善

を図っていくことが重要である。 

厚生労働省では、働き方・休み方改善ポータルサイト4において好事例の周知を行っ

ている他、企業自身が自己診断できるサービスを展開している。また、働き方・休み

方改善コンサルタントによる無料相談や、働き方改革推進支援助成金による労働時間

削減等に取り組む企業への支援等を行っており、こうした施策の更なる活用促進に向

けた周知広報が求められる。 

 

＜④より柔軟な働き方の促進＞ 

○  多様な正社員に関する制度の活用促進や長時間労働を前提とした働き方の改善だけ

でなく、自身の生活に合わせて、働く場所や時間を決められる柔軟な働き方の実現に

向けた取組みも重要であり、特に、テレワークやフレックスタイム等の活用ができる

よう環境整備を行っていくことが求められる。 

○  テレワークの活用は、2020 年の新型コロナウイルス感染症の拡大後、急速に進んで

いる。総務省「令和４年通信利用動向調査5」によると、テレワークの導入を行ってい

る企業は 2021 年には 50％に達している。また、公益財団法人日本生産性本部の調査6

によれば、テレワーク7実施率は、2020 年５月は 31.5％となったのち、2024 年１月時

点まで約 15％程度を維持している。さらに、東京都内におけるテレワーク実施率は

2020年３月 24％、2020年４月 62.7％、2023年６月 44％と新型コロナウイルス感染症

が５類へ移行した後もコロナ禍前より高い水準を維持している8。コロナ禍を契機とし

た生活・仕事スタイルの変革が元に戻ることがないよう、引き続きテレワークができ

る職場環境を整備していくことが重要である。 

 テレワークの活用促進にあたっては、厚生労働省においてテレワークガイドライン9

が策定されている他、導入にあたっての助成金（人材確保等支援助成金（テレワーク

コース））やテレワークの導入に関する相談センターが設けられており、当該ガイド

ラインの普及促進・関連助成金や相談センターの活用促進が求められる。 

○  また、自身の生活スタイルに合わせて就業時間を決められるフレックスタイム制は、

あらかじめ働く時間の総量（総労働時間）を決めた上 で、日々の出退勤時刻や働く長

さを労働者が自由に決定できることから、日々の事情にあわせて柔軟に働けるという

 
4 厚生労働省「働き方・休み方改善ポータルサイト」 
5 総務省「令和５年版情報通信白書（PDF 版）」 
6 公益社団法人日本生産性本部「第 14 回 働く人の意識調査」 
7 「自宅での勤務」「サテライトオフィス、テレワークセンター棟の特定の施設での勤務」「モバイルワー

ク（特定の施設ではなく、カフェ、公園など、一般的な場所を利用した勤務）」を総称して、「テレワー

ク」としている。 
8 東京都「テレワーク実施率調査結果」（アクセス 2024 年５月 16 日） 
9 厚生労働省「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」 

https://work-holiday.mhlw.go.jp/
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/pdf/n4b00000.pdf
https://www.jpc-net.jp/research/detail/006767.html
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2024/03/19/12.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/guideline.html
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メリットがあり、希望する働き方の実現の観点からも有用である10。 

フレックスタイムも含めた変形労働時間制の適用労働者の割合について厚生労働省

「令和５年就労条件総合調査」でみると、変形労働時間制の適用を受ける労働者割合

は 51.7％となっており、「１年単位の変形労働時間制」は 18.7％、「１か月単位の変

形労働時間制」は 22.0％、「フレックスタイム制」は 10.6％となっている。フレック

スタイム制は、５年前の平成 30 年に 7.8％であり、その適用割合の大幅な上昇はみら

れていない。過剰労働への配慮をしつつ、日々の事情に合わせて勤務時間を調整し、

柔軟に働けるよう活用を行っていくことが求められる。 

○  なお、これらの柔軟な働き方は、時間的・場所的制約の解消により短時間の非正規

労働者しか選択できなかった人が正社員化したり、労働時間を増加することが期待で

きるため、労働供給の観点からも多くの人が利用できる環境整備をしていくことが必

要である。 

 

（３－２ ミドル・シニア世代も含む人材活用） 

＜①高齢社会を迎える中でのミドル・シニア世代の活躍に向けて＞ 

○  高齢社会が進展する中、現在労働参加しているミドル・シニア世代が引き続き活躍

できる仕組みづくりを進めていく必要がある。 

近年、高齢者の就業率は上昇傾向にあり、総務省「労働力調査」によると、2000 年

に 51.0％であった 60～64歳の就業率は 2023年には 74.0％まで上昇し、65歳以上につ

いても 2000年に 22.1％であったものが、2023年には 25.2％まで上昇している。 

こうした背景には、健康寿命の延伸や、公的年金の支給開始年齢の引上げ等を踏ま

えた制度変更の影響が挙げられる。すなわち高年齢者雇用安定法の 2004 年改正によっ

て、65 歳までの高年齢者雇用確保措置が義務化されたことや、2020 年改正で、70 歳

までの高年齢者就業確保措置が努力義務化されたことにより、就業率が上昇したこと

が要因として想定される11。厚生労働省「高年齢者雇用状況等報告」によると、2023

年では、法令で義務化されている 65歳までの高齢者雇用確保措置を設けている企業の

割合は概ね 100％となっている一方、努力義務である 70 歳までの高年齢者就業確保措

置を設けている企業の割合は 29.7％に留まっている。シニア世代が中長期的に活躍で

きるよう、引き続き就業確保に向けた取組みを行っていくことが求められる。 

 

＜②シニア世代の活躍促進＞ 

○  シニア世代の活躍を促していくためには、制度を普及していくだけでなく、シニア

 
10 厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署「フレックスタイム制のわかりやすい解説＆導入の手引

き」 
11 近藤絢子(2014)「雇用確保措置の義務化によって高齢者の雇用は増えたのか─高年齢者雇用安定法改正

の政策評価」『日本労働研究雑誌』No.642, pp.13－22. 

https://www.mhlw.go.jp/content/001140964.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001140964.pdf
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世代の希望する働き方を実現するとともに、企業側の人材活用や労働者側のキャリア

に対する意識変化を促していく必要がある。シニア世代の就労意識についてジョブズ

リサーチセンターの調査12をみると、定年退職をした後でも就労したい労働者（「どち

らともいえない」も含む。）は 80％程度であり、そのうち約 70％が現在の会社での継

続勤務を希望している。このようにシニア世代が現在の企業での継続勤務を希望する

背景として、定年退職したシニア世代にとって新たな職を自力で見つけることが難し

く継続雇用以外の選択肢を選びづらいことが想定されるため、一定の留意が必要だが、

継続勤務を希望する人への支援を進めるとともに、これまでの勤務先以外でも活躍で

きる場を一層開拓していく必要がある。 

○  同調査では、約７割の企業が高齢者採用に積極的ではないとの回答であり、高齢者

について健康・体力において不安を感じるといった理由があげられているものの、特

段の理由がないといった回答も多くなっている。 

○  労働者死傷病報告（令和４年）によると、近年、労働災害による休業４日以上の死

傷者数のうち 60 歳以上の労働者の占める割合が増加傾向にあり、また、労働者千人

当たりの労働災害件数（千人率）は 1,000 人あたり男性 3.9 人、女性 4.0 人と若年層

と比べ高く、労働災害という点において一定程度の配慮が必要なことが窺える。厚生

労働省では、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレン

ドリーガイドライン）」によって、安全確保について事業者等が取り組むべき事項を

まとめている。当該ガイドラインの更なる周知を行い、シニア世代が安心して働ける

職場環境を整備していくことが求められる。 

○  職場環境の改善に加え、シニア世代のモチベーションを高めながら効果的に活用し

ていくことが重要である。パーソル総合研究所の調査13によると、シニアの労働者の

パフォーマンスやモチベーションの低さを課題と感じている企業が一定数みられる。 

シニア世代のモチベーションの低下がみられる一つの背景として、定年前と比較し

賃金水準が大きく下がることなどが要因として考えられる。久米ら（2021）14では、

定年後の継続雇用者に関する研究で、定年後の仕事の満足度が低く、雇用の安定と引

き換えに、賃金の低下といった処遇の悪化を受け入れていることを分析している。こ

のことからも、希望すれば継続雇用以外の働き方が選択でき、満足度が高まるような

環境整備・方策を検討していくことが求められる。なお、同研究では、継続雇用者で

あっても専門的な役割を担っている場合や、60 歳時までに携わっていた業務に関する

後進へのアドバイスなど教育的な貢献をしている場合には、仕事の満足度が高いこと

 
12 （株）リクルート ジョブズリサーチセンター「ミドルシニアが望む定年後のキャリアとは-『シニア

層の就業実態・意識調査 2023』分析レポート-」 
13 パーソル総合研究所「シニア社員の活躍と再雇用課題 シニア人材のパフォーマンス・モチベーション

を支える人事管理とは？」（アクセス 2024年 5月 15 日） 
14久米功一・鶴光太郎・佐野晋平・安井健悟(2021)「定年後の継続雇用者の働き方の実態とその評価」『日

本経済研究』79, pp.1-23. 

https://jbrc.recruit.co.jp/data/data20231010_2882.html
https://jbrc.recruit.co.jp/data/data20231010_2882.html
https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/column/202108160001.html
https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/column/202108160001.html
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を明らかにしている。継続雇用を進めるにあたって、労働者が満足度やモチベーショ

ンを高く持ちながら活躍するために、企業は戦略をもってシニア世代の活用を検討す

ることが重要であるといえる。 

シニア世代の活用については、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

（JEED）が「高齢社員戦力化のためのヒント集」15を取りまとめており、その中では、

例えば、高齢者を技能伝承の担い手として活用する際、後進の指導・育成のためのポ

ストを設置することや、高齢社員と若手社員をペアにすることで若手を育成すること

などが紹介されている。こうした事例をヒントとし、各企業・各業界が戦略を持って

シニア人材の活用を考えていくことが重要である。 

○  シニア世代の活躍について、石山・高尾（2021）16は、個人が主体的に仕事の創意

工夫や越境学習を行うことで、シニア世代のワーク・エンゲージメントを高めていく

ことが可能であることを示している。 

企業側は、シニア世代が定年後も活躍できるよう、キャリア形成支援を行い、ミド

ル世代から専門性を高めるための人材育成や、越境学習や副業・兼業などを通じた新

たな専門性の構築及びキャリアコンサルティングを通じて、中長期的にミドル・シニ

ア世代のワーク・エンゲージメントを下げないような取組みを行うことが望まれる。

加えて、労働者側も、定年後のキャリアを見据えた学び直し等、キャリアについて自

ら具体的に検討していくことが望まれる。 

○  シニア世代の活躍に向けた支援としては、厚生労働省において 70歳までの就業機会

の確保に向けたハローワークによる啓発指導等を行っている。また、JEED において、

70 歳雇用推進マニュアル・70 歳雇用推進事例集・65 歳超雇用推進事例集で情報提供

をしている他、70 歳雇用推進プランナー・高年齢者雇用アドバイザーによる企業支援

や 65歳超雇用推進助成金による雇用管理改善に向けた支援等も行っている17。 

こうした公的な支援策等の周知・広報や活用促進を通じて、シニア世代の企業内で

の活躍促進を行っていくことが望まれる。 

 

＜③地域におけるシニア世代の活躍/マッチング強化＞ 

○  人手不足が進展する中、シニア世代が企業内の仕事に限らず、地域の仕事や役割を

担い、地域に貢献し、地域と繋がるような仕組みの強化も重要となってくる。JILPT

の調査によると、近年では、高齢者の就業意欲も高まっており18、また働いている人

 
15 独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構(2022)「高齢社員戦力化のためのヒント集～産業別団

体による取り組みから～」 
16 石山恒貴・高尾真紀子(2021)「役職定年制と定年再雇用対象者におけるワーク・エンゲイジメントの実

態と規定要因」『日本労務学会誌』21(3), pp.43-62. https://doi.org/10.24592/jshrm.21.3_43 
17 シニアを見越したミドル世代からの中長期的なキャリア形成については、セルフキャリアドックなどを

通じたキャリア形成支援などが考えられる。 
18 労働政策研究・研修機構(2020)「60 代の雇用・生活調査」(調査シリーズ No.199) 

https://www.jeed.go.jp/elderly/enterprise/q2k4vk000003uejo-att/q2k4vk000004d183.pdf
https://www.jeed.go.jp/elderly/enterprise/q2k4vk000003uejo-att/q2k4vk000004d183.pdf
https://doi.org/10.24592/jshrm.21.3_43
https://www.jil.go.jp/institute/research/2020/199.html
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の満足度も高齢者ほど高い傾向にあり19、意欲の高いシニア世代と仕事のマッチング

を図っていくことが必要である。 

○  全国のシルバー人材センターを通じて就業機会の提供を行っているが、こうした取

組みは、地域社会の維持の観点からも非常に重要となってくる。既にシルバー人材セ

ンターでは、一般事務や販売員・店舗スタッフなど様々な種類の仕事を扱っているが、

シニア世代の活躍について好事例を共有しつつ、取り扱う分野を広げるなど、会員が

これまでの経験をより活かせるような取組みを進めていくべきである。 

○  加えて、ハローワークにおけるシニア世代と企業とのマッチングの強化も重要とな

ってくる。ハローワークでは、生涯現役支援窓口を設けて、シニア世代の採用に積極

的な求人を収集・情報提供している他、求職者に対して年金等の所得の状況などを踏

まえたきめ細やかな相談援助、履歴書・職務経歴書の書き方や面接の受け方などのサ

ポートを行う等、企業とシニア世代のマッチングに取り組んでいる20。今後、地域に

おいて更なる人手不足が進展することを踏まえ、シニア世代が働きやすい、短時間勤

務や週に何回かのみ出勤するような柔軟な労働条件の求人開拓を行っていくことが求

められる。 

 

 （３－３ 家庭等の事情に関わらず男女ともに希望が十分配慮・尊重される働き方が実

現できる環境整備） 

＜①性別に関わらない働き方の現在地＞ 

○  人手不足が深刻化する中、多様な人材が自身の希望に合わせて活躍できる労働市場

を構築することが重要であり、その中でも、家庭等の事情に関わらず男女ともに希望

する働き方が可能となる職場環境の構築は重要なテーマの一つといえる。 

○  女性の就業率については、従来指摘されてきたＭ字カーブ（子育て世代の女性の就

業率が低くなること）は解消傾向にあり、女性の正規雇用労働者数もコロナ禍を経て

も引き続き増加傾向にあるなど、着実な進展がみられている。 

○  他方、多くの課題が残っていることも見落としてはいけない。厚生労働省「賃金構

造基本統計調査」によると、男女別の職場への定着度合いでは、男性の平均勤続年数

が 14 年程度であるのに対し、女性の平均勤続年数は 10 年程度となっており、国立社

会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021 年）による

と、第一子出産前後の女性の継続就業率は近年上昇しているものの、70％程度に留ま

っている。また、JILPT「データブック国際労働比較 2024」によると、女性の管理職

比率は 2022 年で 12.9％となっており、他国と比べて必ずしも高い水準となっていな

い。 

○  こうした男女間の違いは、職種や雇用形態といった観点でも確認される。総務省統

 
19 リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（JPSED）」 
20 生涯現役支援窓口での支援内容については、厚生労働省のリーフレットを参照されたい。 

https://jpsed-stat.com/
https://www.mhlw.go.jp/content/000913336.pdf
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計局「労働力調査（基本集計）」によると、2023 年平均で、サービス職業従事者では

男性 31.7％、女性 68.3％、事務従事者では男性 39.6％、女性 60.4％、建設・採掘従

事者では男性 97.1％、女性 2.9％、輸送・機械運転従事者では男性 95.9％、女性

4.1％などとなっており、職種によって男女間の比率に違いがあることがわかる。他

方、女性の建設・採掘従事者、輸送・機械運転従事者や保安職業従事者は近年増加傾

向にあり、性別における職種の偏りは改善の兆しがみられる21。例えば、建設業にお

いては、国土交通省が女性の就業促進に向けた事例集の公開22やブロック別の意見交

換会23を実施している他、厚生労働省では建設業において女性が働きやすい環境作り

のため更衣室やシャワー室の設置などに使用できる助成金を設ける24など、様々な支

援を行っている。こうした取組みを通じて、職場環境の整備を進めるとともに、特定

の性別に偏った職種イメージの変革を図っていくことが望まれる。また、総務省「労

働力調査」によると、2023年平均において、男性の非正規雇用比率は 22.6％である一

方、女性の非正規雇用比率は 53.2％であり、性別による雇用形態の偏りがあるが25、

女性の非正規雇用者数と正規雇用者数はともに年々増加しており、働きたい女性が自

身の希望に合わせて働き方を選べるよう引き続き支援することが重要である。 

○  上記のような男女間の違いは、結果的に男女間での所得水準の差に繋がる懸念があ

る。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によると、2023 年現在において、男性の所

得を 100とした場合の女性の賃金水準は 78.2である。こうした男女差については近年

改善傾向にあるものの、引き続き是正に向けた動きを加速させていく必要がある。 

当然のことながら、こうした数値の改善が、性別に関わらず活躍できる労働市場の

実現を表しているわけではない。男女ともに、個人が希望に添った働き方・賃金水

準・キャリアを実現できる環境を整備することが重要となってくる。 

 

＜②子育てや介護を行う人への支援メニューの更なる活用に向けて＞ 

子育てをしながら希望する働き方が実現できる社会 

○  男女間の職場への定着度に着目した時、働きながら希望する生活を可能とするため

 
21 職種における男女間の比率の偏りについては、諸外国において同様の傾向もみられており、例えば、サ

ービス・販売従事者における女性就業者の割合は、アメリカは 58%、ドイツは 62％、スウェーデンは

65％となっており、設備・機械の運転・組立工における男性就業者の割合は、アメリは 81％、ドイツ

は 85％、スウェーデンは 84％となっている。（各国の数値は ILOSTAT による 2023 年のもの。なお日本

については、サービス・販売従事者における女性就業者の割合は 49％、設備・機械の運転・組立工に

おける男性就業者の割合は 80％となっている。） 
22 国土交通省「建設産業・不動産業：建設産業における女性の定着促進に向けた取組について」 
23 一般財団法人建設業振興基金「建設産業女性定着支援 WEB」 
24 厚生労働省リーフレット「人材確保等支援助成金-作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性専用

作業員施設設置経費助成）」 
25 国際的にもこの傾向はみられており、パートタイム雇用者割合について、イギリスでは男性が 12％に

対し女性は 33％、ドイツでは男性が 10％に対し女性は 36％、スウェーデンでは男性が９％に対し女性

は 15％となっている。（各国の数値は OECD stat による 2022 年のもの。なお日本については、男性が

14％に対し女性は 38％となっている。） 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000088.html
https://www.kensetsu-kikin.jp/woman/about/
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001243703.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001243703.pdf
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に、個人の希望に出来るだけ寄り添った働き方をどのように支援し、実現していくか

は重要な点となる。特に、子育て世代にとっては、子育てへの配慮が十分でない職場

環境は離職と直結してしまう26。 

○  子育て世代の希望に添った働き方の実現に向けた支援について、これまで所定外労

働時間の短縮措置、所定外労働の制限、子の看護休暇、育児休業（給付）など、様々

な施策の充実が図られてきた。特に育児休業については、当初１歳までとされていた

休業期間は、その後、原則１歳までとなり、保育所に入れないなどの場合は２歳まで

期間が延長されるなど改善がなされている。 

厚生労働省「雇用均等基本調査」によると、こうした制度の充実に伴い、1996 年に

49.1％程度であった女性の育児休業取得率は、2022年には 80％を上回るなど、着実な

進展がみられる。男性の育休取得率は、近年上昇傾向にあるものの、2022年で 17％程

度に留まっている。また、育休取得期間について、2021 年度に、育児休業を６ヶ月以

上取得している女性の割合が 95％程度であるのに対し、男性は２週間未満が 51.5％で

あるなど、その取得内容についても男女で大きな差がみられている。The UNICEF 

Office Research Innocentiの報告書27によると、日本の育児休業制度は世界１位とさ

れており28、育児休業に関する制度は世界的にみても相当の整備が進んだといえるが、

特に男性における制度活用が課題である。 

育児休業を取得しない理由について、日本能率協会総合研究所「仕事と育児の両立

等に関する実態把握のための調査研究事業」（労働者調査）をみると、「収入を減らし

たくなかったから」、「職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから、または

会社や上司、職場の育児休業取得への理解がなかったから」などが理由となっており、

制度の普及促進だけでなく、実際に取得できる職場環境を構築していくことが重要で

あることが分かる。 

特に、男性正社員による育児休業制度の利用が進まない要因について、パーソル総

合研究所「男性育休に関する定量調査報告書」29をみると、企業が抱える課題では

「不在時の対応」が課題の上位となっており、社員の育休取得による欠員時の要員確

保や、職場負担の増加をどのように軽減するかといった課題が挙げられている。 

さらに、宮島・山口(2018)30は、多元的無知により、多くの日本人は男性の育児休

業を好ましいと考えているものの、世間一般の人々はそれに対して否定的なのだろう

 
26 日本能率協会総合研究所「令和２年度 仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業」

（企業調査）の調査によると、離職前正社員だった女性の約４割が仕事と育児を理由に退職している。 
27 Gromada, A. and Richardson, D. (2021) “Where do rich countries stand on childcare?” UNICEF 

Office of Research–Innocenti. 
28 経済協力開発機構(OECD)および欧州連合(EU)加盟国を対象とし、完全有給相当で母親及び父親に確保さ

れた雇用保護休暇の週数を評価。 
29 パーソル総合研究所(2023)「男性育休に関する定量調査」 
30 宮島 健・山口 裕幸 (2018) 「印象管理戦略としての偽りの実効化：多元的無知のプロセスにおける社

会的機能」『実験社会心理学研究』58(1), pp.62-72, https://doi.org/10.2130/jjesp.1714. 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200711_00003.html
https://www.unicef.org/innocenti/reports/where-do-rich-countries-stand-childcare
https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/data/paternity-leave.html
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と推測していることを明らかにしている31。こうした認識により、結果として育休取

得を躊躇うことも懸念されることから、男性の育児休業取得に向けた機運醸成を図っ

ていくことが同時に重要となってくる32。 

○  育児休業以外の両立支援について労働者の希望をみると、日本能率協会総合研究所

の調査では、女性の正社員は、子どもが１歳以降は「短時間勤務」を希望する割合が

高く、３歳以降は「残業をしない働き方」や「出社・退社時間やシフトの調整」、「テ

レワーク」等を希望する割合が高くなっており、家族の状況に応じて様々なニーズが

あることがわかる。 

一方、それらの利用状況についてみると、育児のための短時間勤務制度を「現在利

用している」又は「以前は利用していた」女性の正社員は 51.2％、所定外労働制限制

度を「利用している」又は「以前は利用していた」女性の正社員は 27.1％に留まって

おり、男性の正社員に至っては、それぞれ、7.6％、6.5％と更に少なく、育児休業以

外の両立支援について実際の活用に繋がっていないことがわかる。 

○  実際に制度が活用できない職場環境は離職に繋がってしまう懸念がある。日本能率

協会総合研究所の調査によると、末子妊娠判明当時の仕事を辞めた理由として、離職

前正社員であった女性では、「仕事を続けたかったが､仕事と育児の両立の難しさで辞

めた」といた理由が最も多くなっており、その詳細についてみると、「制度は整備さ

れていたが、産前・産後休業や育児休業を取れそうもなかった」「制度は整備されて

いたが、勤務先で短時間勤務制度や残業を免除する制度などの両立できる働き方の制

度を利用できそうになかった（利用できなかった）」など、制度利用ができない環境

であったことが離職に繋がっていることが明らかにされている33。 

○  このようなデータを踏まえると、子育てを理由に離職する人を減らすためには、安

心して制度を利用できる職場環境の整備を行うことが求められているといえる。また、

制度の整備のみならず、管理職が両立支援策の重要性を認識することが女性の活躍推

進には重要であるとされており、さらに仕事と家庭の両立が実現できるよう上司が長

時間労働の削減や業務効率化に取り組むことは女性のみならず、柔軟な働き方を行う

男性の能力発揮にも好影響があるとされる34。 

 厚生労働省では、女性の活躍・両立支援総合サイト35において好事例を発信してい

る他、経済産業省では、女性活躍推進に関して優れた取組みを行い、中長期的に価値

 
31 多元的無知については、令和５年度第５回雇用政策研究会資料３（牧野委員提出資料）ｐ９も参照され

たい。 
32 Mary C. Brinton (2022)* は、多元的無知を解消するためには、企業に対し、男性社員が育児休業取得

を望んでいるかというデータを示すことを提案している。 

 * Mary C. Brinton (2022) 『縛られる日本人』中央公論新社 
33 日本能率協会総合研究所「令和４年度 仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」

（労働者調査） 
34 黒澤昌子 (2019)「両立支援と柔軟な働き方: 女性の活躍との関係」『経済分析/内閣府経済社会総合研

究所 編』199, pp.152-186. 
35 厚生労働省「女性の活躍・両立支援総合サイト」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001172661.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001085269.pdf
https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/archive/bun/bun199/bun199g.pdf
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/
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向上が期待できる企業を魅力ある銘柄（なでしこ銘柄）として紹介する36など、金融

市場においても女性活躍推進に関する機運を高める取組みが進められている。 

なお、育児休業や短時間勤務の両立支援策が活用された場合、利用者が担っていた

業務を周囲の労働者や外部からの代替要員などによってカバーする必要がある。企業

は、育児休業等により休業者が出た際、変動する人件費等を活用し、機動的に代替要

員の確保することが求められるが、内部の人事配置の見直し等が困難な中小企業につ

いては、助成措置の活用等を通じ、職場の負担感の軽減が望まれる37。 

 

介護を行っている人への支援 

○  高齢化の進展に伴い、介護と仕事の両立についても大きな課題となっている。総務

省「就業構造基本調査」によると、家族の介護・看護を理由とする離職者数は、2009

年には９万２千人であったものが、2016 年には９万９千人に増加し、2022 年には 10

万６千人となっている。2022 年に介護・看護を理由とした離職者の内訳を性別でみる

と、男性が２万６千人、女性が８万人となっている。この背景の一つとして、家庭で

の介護の担い手が女性に偏っていることがあげられる。厚生労働省「国民生活基礎調

査」において同居または別居する家族の主な介護者の性別をみると、女性が７割を占

めており、介護の担い手の中心は女性となっていることが窺える。 

○  介護離職防止のためには、各種支援制度の活用促進を図っていく必要がある。厚生

労働省委託事業38において、現在の勤務先で「手助・介護」をしながら仕事を続けら

れないと思う理由をみると、「勤務先の問題」が５割前後となっており、その詳細に

ついて、正規労働者で具体的にみると、「勤務先に介護休業制度等の両立支援制度が

整備されていない」の割合が最も高くなっている。 

○  介護休業等の利用促進については、社会全体で介護休業等に関する理解39が深まる

よう、引き続き両立支援制度等について周知をしていくことが重要である。加えて、

介護は必要となる時期を予測することが難しい側面があり、介護休業や介護休暇だけ

でなく、柔軟に働くことができる環境整備を行っていく必要がある。 

 

家事負担の偏在の解消に向けた機運の醸成 

○  これまで育児や介護を行う人への支援策の充実が図られてきたが、その利用を促し、

性別に関わりなく希望する働き方を可能とする環境を整備していくためには、家庭内

 
36 経済産業省「女性活躍に優れた上場企業を選定『なでしこ銘柄』」（アクセス：2024 年５月 16 日） 
37 両立支援等助成金において、育休中等業務代替支援コースを設けており、育児休業や育児短時間勤務期

間中の業務体制整備のため、業務を代替する周囲の労働者への手当支給や、代替要員の新規雇用（派遣

受入含む）を実施している。 
38 厚生労働省委託事業「令和３年度仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」（労働

者調査） 
39 介護休業は「介護の体制を構築するために一定期間休業する場合に対応するもの」であるなどの制度目

的の理解が進むことが前提として重要である。 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200711_00005.html
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の家事負担の偏りを平準化していくことも同時に重要となる。 

○  家庭内の家事負担の偏りについて、１日の無償労働にかける時間に着目してみると、

日本では、男性 40分、女性 219分となっており、相対的に多くの無償労働を女性が担

っていることが分かる。一方、その他の国（例えば、アメリカ、イギリス、ドイツ、

フランス、スウェーデンなど）では、男性の無償労働の時間は 130 分を超えており、

家事への日本の男性のコミットは国際的にも低水準となっていることが示唆される。

なお、日本の男性の仕事へのコミットは 375 分となっており、国際的にみても相当程

度長い労働時間となっている40。 

さらに総務省「社会生活基本調査」によると、１日当たりの夫と妻の育児時間は、

2021年では夫の育児時間は 65分程度である一方、妻の育児時間は 234分程度となって

いる。近年では、共働き世帯も増加がみられており、より家事負担の平準化に向けた

動きが望まれる。 

○  こうした男女間の家事負担の偏りは、女性の仕事へのコミットを阻害し、結果的に

女性のキャリア形成の断念や非労働力化に繋がることが懸念される。 

筒井(2014)41は、家事頻度に関する国内のマイクロデータの分析を行い、女性にと

って就労と家庭生活の質の維持がトレードオフになっていることを明らかにしており、

鶴・久米(2018)42は、夫の家事育児参加度合い（家事・育児負担割合、または家事・

育児時間）が、妻の就業に与える影響について実証分析をしており、夫の家事・育児

参加度が高いほど、妻が正社員としての勤務を選択する確率を高め、より長い労働時

間を選択することを明らかにしている。また、夫の職務や勤務地域について限定的な

働き方の選択や柔軟な労働時間制度の活用が有効であると示されており、夫の働き方

が妻の働き方に影響を与えることが示唆されている。 

以上より、女性の仕事へのコミットを希望に沿った形で実現していくためには、男

性の働き方を変えていくとともに、家事負担の偏在を解消するような社会的な機運を

醸成していくことなど43が求められる。 

 

 
40 当該データについては、OECD「Gender Data Portal」を参照されたい。当該国際比較については、デー

タ年が各国で異なっていること留意が必要である。 
41 筒井淳也(2014)「女性の労働参加と性別分業:持続する『稼ぎ手』モデル」『日本労働研究雑誌』56(7), 

pp.70-83. 
42 鶴光太郎・久米功一 (2018) 「夫の家事・育児参加と妻の就業決定:夫の働き方と役割分業意識を考慮

した実証分析」『経済分析』198,pp.50-71. 
43 Hara・Núria(2023)*による研究では、性別で社会的役割が異なると生徒に認知させないようなカリキュ

ラムや活動といった学校教育が将来的な家事負担の偏りや女性の正社員就業率の改善に影響すると示さ

れており、教育的側面からも家事負担の偏在解消が期待される。 

 * Hara Hiromi and Núria Rodríguez-Planas (2023) “Long-Term Consequences of Teaching Gender 

Roles: Evidence from Desegregating Industrial Arts and Home Economics in Japan”, Journal 
of Labor Economics, https://doi.org/10.1086/728428. 

https://www.oecd.org/gender/data/
https://doi.org/10.1086/728428
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＜③職場における健康課題への配慮＞ 

○  女性の社会進出が進む中で、上記のように、出産や子育てに関連した支援が広まり

つつある一方、出産・育児とは直接的に関係していない女性特有の健康課題に関する

理解やサポート体制の整備が進んでいない企業が多く、女性労働者の多くが、自身の

抱える健康課題を適切に対処することができていない現状がみられる44。 

○  こうした女性特有の健康課題は雇用管理課題の一つとなりつつある。日本医療政策

機構の調査によると、月経や更年期等の症状があるときには、症状がない状態と比較

して仕事のパフォーマンスが半分以下になるという回答が半数を占めている45他、大

塚製薬株式会社の調査では、女性特有の健康課題は女性労働者の退職や昇進辞退の経

験・検討に繋がる46ことが示唆されている。また、経済産業省の調査によると、健康

課題に何の対処も行っていなかった女性が、情報を得て適切な治療などの対処を行う

ことで得られる経済効果は大きく、現状においては大きな経済損失が生じている47こ

とが示唆されている。 

○  このように女性特有の健康課題は、女性労働者の労働生産性の低下やキャリア形成

の阻害要因となり、女性労働者本人のみならず企業経営にも影響を与えうるものであ

る。企業が女性特有の健康課題に対して配慮することは、生産性の向上や人材の獲得、

長期的な人材の確保の観点からも有用であるため、個々の労働者の健康状態に配慮で

きる職場環境の整備について積極的な取組みが求められる。 

○  厚生労働省では、母性健康管理等推進支援事業において、健康管理が事業所内で適

切に実施されるよう、女性特有の健康課題に関する情報を専用サイト48で提供してい

る他、企業の人事労務担当者を対象とした研修会の実施、生理休暇に関する理解を広

めるためのシンポジウムの開催、リーフレットの作成・公表を行っている。また、産

業保健総合支援センターを主体として、事業者や人事労務担当者、産業医等の産業保

健スタッフに対する女性の健康課題に係る研修や、健康教育・実施相談を事業場に出

張し実施している。 

○  女性が抱える健康課題には個人差があり、その実態は、課題を抱える本人が声をあ

げない限り周囲に認識されない場合が多い。今後は、女性の健康課題に配慮した職場

 
44 厚生労働省「令和５年度第７回雇用政策研究会資料１（野村委員提出資料）」 
45 日本医療政策機構「働く女性の健康増進調査 2018」は、就労女性 2,000 名を対象に、女性に関するヘ

ルスリテラシーと女性の健康行動や労働生産性、必要な医療へのアクセスとの関連性について調査して

いる。 
46 大塚製薬株式会社「働く女性の健康意識調査」では、20-44 歳女性 管理職登用機会のあった正規雇用

の会社員・公務員 1,001 人のうち、PMS（月経前症候群）を自覚し日常生活に支障をきたすと回答した

285 人のうち、PMS の症状により退職を経験・検討した者、昇進辞退を経験・検討した者が共に５割を

上回った。 
47 経済産業省産業経済委託事業「働き方、暮らし方の変化のあり方が 将来の日本に与える効果と課題に

関する調査報告書」では、健康課題に何の対処も行っていなかった女性が、情報を得て適切な治療など

の対処を行うことで得られる経済効果の総額は年間約 1.9～2.1 兆円（2025 年時点）にのぼると推計さ

れている。 
48 厚生労働省委託事業「働く女性の心とからだの応援サイト」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001203618.pdf
https://hgpi.org/research/809.html
https://www.otsuka.co.jp/woman_healthcare_project/report/working_woman_2021.html
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000329.pdf
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000329.pdf
https://www.bosei-navi.mhlw.go.jp/
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環境の整備に取り組むメリットや具体的な取組事例、女性の健康課題に関する基礎知

識等の周知啓発、フェムテック49の活用促進などを通じて、職場でのへルスリテラシ

ー50を高めていく必要がある51。女性が自身のライフステージに合わせて働くためには、

こうした女性特有の健康課題について、周囲の理解や職場環境の整備が求められる。 

○  もっとも、更年期症状等を抱えているのは女性だけではなく52、疾病や加齢に伴う

健康課題は誰にでも生じ得るものである。性別に関わらず、労働者一人ひとりが抱え

る健康課題に配慮した職場環境の整備が求められる。 

 

＜④性別にかかわらず適切にキャリアアップできる環境整備＞ 

○   キャリアアップについては様々な捉え方が可能だが、管理職に着目すると、女性

の管理職割合は近年改善傾向にあるものの、国際的にみると低い水準に留まっており、

更なる改善が求められる53。 

特に、長期雇用を前提とした場合、ジョブ・ローテーションによる多様な職務経験

が昇進に際して重要視される傾向にあることから、女性の定着率が低い現状は、女性

に対して多様な職務経験を提供しないという企業行動を引き起こす可能性もあり、結

果として女性の昇進に影響を与える懸念がある54。このため、職場での女性のキャリ

ア形成の阻害要因を洗い出し、キャリアアップ支援を丁寧に行っていく必要がある55。 

○  それでは女性のキャリアアップ支援についてどのような対応を行っていけば良いの

 
49 経済産業省産業経済委託事業「働き方、暮らし方の変化のあり方が 将来の日本に与える効果と課題に

関する調査報告書」によれば、フェムテックは、女性の健康に関する悩みや課題をテクノロジーで解決

する製品やサービスであり、 女性一人ひとりの働き方や暮らし方を支えるものとしている。 
50 東京都医師会によれば、ヘルスリテラシーとは、健康や医療に関する正しい情報を入手し、理解して活

用する能力のこと。 
51 日本医療政策機構「働く女性の健康増進調査 2018」では、ヘルスリテラシーの高い人の方が、そうで

ない人よりも１か月の平均的な仕事のパフォーマンスが高いことを明らかにしており、女性に関するヘ

ルスリテラシーの高さが仕事のパフォーマンスの高さに関連していることが示されている。 
52 厚生労働省「更年期症状・障害に関する意識調査」によると、男性の更年期症状の状況を示す一つの指

標として AMS スコア（Aging Male Symptoms rating scale、男性更年期障害質問票)をみると、「重度

（50 点以上）」と「中等度（37～49 点）」を加えた割合 は、40～49 歳で 18.1％、50～59 歳で 

20.7％であった。 
53 管理的職業従事者に占める女性割合は、スウェーデンが 43.0％、アメリカが 41.4％となっているのに

対し、日本は 13.2％に留まっている。 
54 武石・高崎(2020)では、 

・ 管理職に就くためには、一定の期間勤務し、様々な仕事を経験することでキャリアの拡大をしてい

くことが求められる一方、 

・ 女性はキャリア形成の途中で、家族的責任との兼ね合いから退職する傾向がみられること 

・ さらに、継続就業した場合でも男性と比べて責任の重い仕事が任されずに経験が不足し、管理職昇

進へのルートに乗ることが難しくなっている 

ことについて指摘し、管理職登用のためには育成・登用と定着促進に向けた丁寧な対応が重要としている。 
*武石恵美子・高崎美佐(著)/ 佐藤博樹・武石恵美子(編)(2020)『シリーズダイバーシティ経営/女

性のキャリア支援』中央経済社 
55 武石（2023）*では、共働き世帯について、配偶者の転勤に伴い女性が退職することの問題について言

及がなされている。これまで人事施策の一環としてとられてきた転勤についても、配偶者のキャリア形

成が中断してしまうことに留意し、労使で議論されることが望まれる。 
*武石恵美子（2023）『キャリア開発論 第２版 自律性と多様性に向き合う』中央経済社 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000329.pdf
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000329.pdf
https://hgpi.org/research/809.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/undou/index_00009.html
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だろうか。齋藤(2017)56は、電機産業の企業レベルのデータを用いて、WLB 施策が女性

の活躍に与える影響について分析しており、管理職比率を高めるためにはフレキシブ

ルな働き方を確保していくことが重要であることを明らかにしている他、30 歳代の女

性比率を高めるためには労働時間短縮配慮を、40～50 歳代の女性比率を高めるために

はキャリアアップ支援策を行っていくことが有用であることを示している。また、阿

部・児玉・齋藤(2017)57は、従業員 300人以上の企業を対象とした調査から、女性正社

員比率や女性管理職比率を高めるためには、労働時間短縮配慮や勤務地限定、結婚・

出産を理由に離職した者の再雇用制度等といった支援が有用であることを示している。

これらから、労働者が自身の状況に応じて利用できる WLB 制度を企業が整備し、その

利用を促していくことが重要であることが分かる。 

○  子育て世代の就業継続のためには両立支援を充実、活用促進していくことが重要で

あることを確認してきたが、そうした制度利用が女性だけに偏っている場合には、結

果として女性のキャリア形成の機会を阻害することに繋がってしまう。性別によらな

いキャリア形成には両立支援施策については男女が公平に利用できるよう促進してい

く必要があり、個々の職場の事情に合った支援策を行うため、企業と労働者が適切に

コミュニケーションをとり、労働者の個々の事情に応じ、対応を変えていくことが求

められる。 

 

（３－４ 個々の事情を乗り越えた労働参加に向けて） 

＜①個々の事情によって職場を離れていた人への支援等＞ 

育児によって職場を離れていた人への支援 

○  多様な個人が自身の希望に合わせた労働参加を実現していくためには、個々の事情

を乗り越えて労働参加できるよう支援をしていく必要がある。 

 はじめに育児をしている人の就職希望についてみていく。総務省「令和４年就業構

造基本調査」によると、育児を行っており無業である女性のうち、実際に就業を希望

している割合は 61％であり、その数は 80 万人にのぼる。また前職が正社員で育児等

を理由に離職した経験があり、その後、就業している女性のうち、正社員として働い

ている人は 26％であり、非正規雇用労働者として働いている人は 66％となっている。 

 さらに、出産・育児を理由に離職し、その後、再就職した女性について、再就職ま

での離職期間別にその割合をみると、１～３年の割合が 29％であるのに対し、15～19

年や 20年以上の割合はそれぞれ４％であり、再就職した人の中でブランクが長い人の

割合は低くなっている。こうした出産・育児等による女性のキャリアのブランクにつ

 
56 齋藤隆志(2017)「企業の WLB 施策が女性活用に及ぼす影響―電機産業企業のパネルデータによる実証

分析―」『明治学院大学産業経済研究所研究所年報』34,pp.127-136. 
57 阿部正浩・児玉直美・齋藤隆志 (2017)「なぜ就業継続率は上がったのか: ワーク・ライフ・バランス

施策は少子化対策として有効か」『経済研究』68(4), pp.303-323. 
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いては、日本だけの課題ではなく、ブランクの期間が長くても、自身の希望に応じて

労働参加できるような労働市場を構築していくことが求められる。 

○  厚生労働省「女性の再就職・再雇用」58によると、再就職前の女性が不安に感じて

いたこととして、「子育てとの両立できるか」「仕事についていけるか」を挙げる人が

多かったが、実際に働いてみると心配はなかったという声も多い。同調査において企

業側の採用状況についてみると、正社員の中途採用について、小学生以下の子どもが

いる女性の応募がない企業は 44.9％と大きな割合を占めていた一方、応募はあったが

採用に至らなかったことがある企業は 9.2％程度であった。 

○  以上から、ブランクがある女性は様々な不安から再就職に躊躇していることがみえ

る一方、企業側が必ずしも育児をしている女性の採用について消極的であるというわ

けではなく、マッチングの強化が重要であることが窺える。家庭の事情で離職をした

女性の再雇用に積極的な業界59や、正社員としてのキャリアを中断・離職した人に対

し、キャリア再開・職場復帰支援に取り組む民間企業もあり、こうした動きが業界や

市場で広がっていくことが期待される。 

○  その他、再就職に踏み出せていない背景としては、自身の過去の就業経験等に不安

を感じていることが考えられる。こうした課題については、リスキリングプログラム

によりスキルのアップデートや人材不足分野のスキルを習得するとともに、自身のス

キルや強みについて理解できるような支援、インターンシップのような実践の場の提

供、伴走型の求職活動支援が重要である60。このため、公的職業訓練による託児サー

ビス付訓練コースや e ラーニングコースの提供の他、在職中の非正規雇用労働者に対

するリスキリング支援を進める必要がある。また、マザーズハローワークやキャリア

形成・リスキリング相談コーナーのような公的な支援機関の支援を強力に行うととも

に、再就職支援を行う NPO や民間企業、公的機関や自治体との連携強化や、NPO 等と

の連携したアウトリーチ支援を展開していくことが必要である。 

 

自己実現のために職場を離れ、また戻れる職場環境・労働市場の構築に

向けて 

○  職業生活が長期化する中、労働者が様々な節目において､一時的に職場を離れ、自

身の自己実現のための時間を確保することは、心身ともに充実した職業生活を過ごし

ていくために重要となっている。 

○  ボランティアや語学留学・ワーキングホリデー、大学でリカレント教育を受けるな

どの新たな見識や経験を得るために一時的に職場を離れる人に対し、例えば、企業側

 
58 厚生労働省「女性の再就職・再雇用 出産・育児等を機に離職しても女性が活躍できる社会に向けて」 
59 銀行業界では、「輝く女性の活躍を加速する地銀頭取の会」が結成され、平成 27年 4 月より「地銀人材

バンク」が運用されており、結婚・配偶者の転勤・家族の介護を理由としてやむなく転居するため退職

する場合に、転居先会員行へ紹介するなどの取り組みを行っている。 
60 厚生労働省「令和５年度雇用政策研究会第５回資料（藤見委員提出資料）」 

https://comeback-shien.mhlw.go.jp/source/pdf/woman.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001172660.pdf
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が特別な休暇制度61を設けることは、魅力的な人材を確保する観点からも有用である。

また、労働市場においても、自己実現のために一度離職した人が、離職期間の経験も

評価され、円滑に就職できるようになることが期待される。 

 

＜②引き続き手厚い支援が必要な人への支援＞ 

○  特に手厚い支援が必要な人については、引き続き個々の事情に合わせた支援を適切

に行っていく必要がある62。 

 例えば、生活困窮者については、生活の困りごとや抱えている不安を相談できる窓

口を地域に設ける等、必要な相談体制を構築し、就労に向けた支援を伴走型で行って

いく必要がある。生活困窮者支援制度では、自立相談支援事業や就労準備支援事業等

における就労支援を提供しており、こうした支援制度の活用を引き続き促進していく

ことが必要である。 

○  また、雇用環境が厳しい時代に就職活動を行った人、特に氷河期世代については希

望する就職ができず、「不本意ながら不安定な仕事に就いている」、「無業の状態にあ

る」、「社会参加に向けた支援を必要としている」など、様々な課題に直面している人

がおり、個々の事情に合わせた対応が必要である。 

 氷河期世代の動向63について確認すると、2020 年以降に拡大した新型コロナウイル

ス感染症の影響で雇用情勢が厳しくなる中にあっても、就職氷河期世代の中心層

（2022 年時点の 39～48 歳）の正規雇用労働者は 2019 年からの３年間で８万人の増加、

不本意の非正規雇用労働者は７万人の減少となっており、一定の改善がみられる。 

 氷河期世代については、これまでハローワークの職業紹介等を通じた就労支援を行

っており、ハローワークの職業紹介については、令和２年度からの３年間で 32万人が

正社員就職を達成し、キャリアアップ助成金（正社員化コース）では同３年間で 10万

人が正規雇用へ転換するなど一定の成果をあげている 63。引き続きハローワークにお

いて、相談、教育訓練から就職、定着まで切れ目のない支援の実施や、非正規雇用労

働者の正規化を積極的に行う事業者の支援を実施していくことが重要である。また、

長期無業者やひきこもり状態にある方に対しては、個々人の状況に合わせて、社会参

加をより丁寧に促していく必要がある。自治体と連携し、社会参加に向けた包括的な

支援を関係者とともに行っていくことが求められる。 

○  また、障害者の就労支援も引き続き適切に行っていく必要がある。厚生労働省64に

よると、公的機関や 43.5 人以上の企業等に雇用される障害者は、2023 年６月１日時

 
61 厚生労働省「働き方・休み方改善ポータルサイト（特別な休暇制度とは）」 
62 就職氷河期の説明や支援等については、厚生労働省 HP「就職氷河期世代の方々への支援のご案内」に

おいて情報提供が行われている。 
63 内閣官房就職氷河期世代支援推進室「第５回就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム

資料１－１就職氷河期世代の就業等の動向」 
64 厚生労働省「令和５年 障害者雇用状況の集計結果」 

https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuukaseido/
https://www.mhlw.go.jp/shushoku_hyogaki_shien/
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shushoku_hyogaki_shien/suishin_platform/dai5/siryou1-1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shushoku_hyogaki_shien/suishin_platform/dai5/siryou1-1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11704000/001180701.pdf
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点で約 72.8万人であり、年々増加傾向にある。こうした背景の一つには、障害者雇用

促進法に基づく法定雇用率以上の障害者を雇うことが義務付けられていることがある。

法定雇用率は５年毎に見直しを行っており、2023 年度の 2.3％から、2024 年度には

2.5％、2026年度には 2.7％と段階的に引き上げられる他、能力やスキルを活かした戦

力化や業務効率化、職場環境改善、社内ダイバーシティの推進といった経営戦略とし

て障害者雇用に取り組む企業もあり65、障害者の更なる労働参加が見込まれる。障害

者の就労を促進するにあたっては、障害のある人もない人もともに働く社会を目指し、

障害者本人のニーズを踏まえた上で、就労の実現と雇用の質の向上に向けて、障害者

本人、企業、地域の就労支援機関を含む全ての関係者が最大限努力していくことが求

められる。 

 民間企業に雇用されている障害者の数は 20年連続で過去最高を更新するなど、着実

な進展がみられる一方、法定雇用率の達成に向けて障害者雇用の数の確保を優先する

ような動きも見られており、今後は、障害者が個々に持てる能力を発揮でき、職場定

着に繋がるよう取り組みを行っていくことが必要である。 

 障害者の活躍に向けた取り組みとしては、ハローワークの専門窓口において、地域

の就労支援機関等と連携しながらチーム支援を行うことや、就労アセスメントの手法

を活用し、就労先・働き方についてより良い選択ができるよう支援するサービスを行

っており、利用促進が望まれる。その他、企業が一連の雇用管理に関する相談を行い

やすいよう相談援助事業への助成も実施している。 

さらに就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用、企業等での働き始めに勤務時

間を段階的に増やしていく場合や、休職から復職を目指す場合に、その障害者が一般

就労中であっても、就労系障害福祉サービスを一時的に利用できるよう支援していく

ことが求められる。 

 

（３－５ 地域の人手不足への対応） 

＜①人口減少により特に地域における人手不足が深刻化＞ 

○  少子高齢化に伴う人口減少が進む中、地域における労働力の確保が重要な課題とな

っている。総務省「住民基本台帳人口移動報告」で、2010 年から 2023 年にかけての

転入超過数をみると、東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県といった東京圏においては

転入が転出を上回って推移しているものの、愛知県・岐阜県・三重県といった名古屋

圏、大阪府・兵庫県・京都府・奈良県といった大阪圏においては、2011 年を除いて転

出が転入を上回っており、その他の道県の合計については、転出が転入を大きく上回

っている。こうしたことからも、東京圏を除いた地域については、引き続き労働力の

確保について厳しい状況が続くことが想定される。 

 
65 独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構「障害者の職場定着と戦力化 障害者雇用があまり進

んでいない業種における雇用事例」 

https://www.jeed.go.jp/disability/data/handbook/employment_casebook.html
https://www.jeed.go.jp/disability/data/handbook/employment_casebook.html
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○  他方、地域によって労働参加の状況は異なっている。総務省「国勢調査」によって

労働参加率をみてみると、15～64 歳の女性の労働参加率は、東北地方、中部地方、山

陰地方、九州地方において全国平均を上回る地域が多く、65 歳以上の労働参加率は、

中部地方や山陰地方で高くなっているなどの特徴がみられる。こういった地域差の背

景には、地域の産業構造や人口密度など様々な要因が考えられる。女性の就業率につ

いては、その地域における男性の長時間労働比率が低いほど高くなることや核家族化

の進む都市圏で低くなりやすい傾向66があり、65 歳以上の就業率については、家族の

介護負担が小さいと高くなる傾向があるということも言われている67。地域によって

女性や高齢者の労働参加率がまだ低い状況にあるため、地域の実情に合わせた取組み

を行い、ウェルビーイングを高めることを通じ、労働参加を促すことが求められる。 

 

＜②地域の個性に合わせた雇用対策の実行＞ 

○  地域の人手不足への対応については、地域の実情に応じた処方箋が重要である。人

手不足が深刻化する中、働き方改革や DX化の推進により企業の労働生産性を高めるこ

と、ライフスタイルに応じた仕事の切り出し、きめ細やかなマッチングや地域の人材

育成へのニーズが高まっている。特に女性や高齢者などの労働力の掘り起こしの可能

性が見込まれる場合は、より柔軟な働き方の推進により、女性・高齢者が自身のライ

フスタイルに合わせて働くことができるよう、環境整備を行っていく必要がある。そ

の際、中小・中堅企業において、労働条件の改善や柔軟な働き方への対応などを行う

ことが求められており、働き方改革推進支援助成金や人材確保等支援助成金などの各

種支援策を活用し、働きやすい職場の構築が求められる。 

○  また、地域経済を維持するためには、地域にある企業を持続させることが重要であ

る。日本政策金融公庫総合研究所「地域経済の現状と経済振興の取り組みに関するア

ンケート」によると、地域経済が抱える問題点として、既存企業の減少や、新規企業

が増えないといった企業数の減少を過半数の商工会・商工会議所が挙げている。さら

に、今の代で事業をやめる予定の廃業予定企業数は年々増加しており、地域経済を支

える企業の維持が求められる。企業支援金や移住支援金といった助成金、新規開業資

金といった融資による創業支援や、事業承継・引継ぎセンターによる無料相談、日本

政策金融公庫による事業承継マッチング支援等を通じて新規事業の創業や事業承継の

負担を軽減し、新規事業創業や事業承継を希望する人を増加させることが重要である。 

○  この他、事業所の設置整備と求職者の雇入れを行う事業主に対する助成（地域雇用

開発助成金）の活用促進や、地域雇用の課題に対して、国の施策と連携しつつ、魅力

ある雇用機会の確保や企業ニーズに合った人材育成に取り組む自治体や地域の経済団

 
66 田田村一軌・坂本博・戴二彪(2021)「日本の地域別の女性就業率の特徴と影響要因」AGI ワーキングペ

ーパーシリーズ,pp.1-21. 
67 内閣府「地域の経済 2016-人口減少問題の克服-」 

https://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr16/chr16_index.html
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体を支援する地域活性化雇用創造プロジェクトの活用促進等により、地域のニーズに

合わせて、魅力ある雇用の確保・拡大、潜在的な労働力の掘り起こしや人材育成、面

接会等によるマッチング、関係機関との連携強化といった支援を行うことが重要であ

る。 

 加えて、地方への UIJ ターンについては、ふるさと回帰支援センター利用者のうち

20 歳代、30 歳代の若者が約半数近くを占め68、若者の地方移住への関心が高いことが

窺われることも踏まえ、若者を中心とした UIJ ターン対策を促進することを意識して

潜在的な地方就職希望者の掘り起こし、地方就職への動機付け、地方求人とのマッチ

ング等を行う地域就職希望者活性化事業、東京圏からの UIJ ターン者を採用した事業

者に対してその経費を助成する早期再就職支援等助成金（UIJ ターンコース）の活用

を促していくことが効果的である。 

 さらに、必ずしも地域における本業としての雇用にこだわるのではなく、テレワー

クがしやすい環境整備を行い、地方部にいながら都市部の仕事を担える環境整備や、

逆に都市部の人が副業・兼業といった形で地域の仕事を担えるような仕組みをつくる

など、多様な形で仕事を通じた地域の活性化を図っていくことが必要である。 

 

（３－６ 外国人労働者への対応） 

＜①アジア諸国の中における日本での就労ニーズの高まり＞ 

○  人手不足の深刻化に伴い、幅広い分野において外国人材が活躍しており、アジアの

国際労働市場においても日本での就労ニーズは依然として高い69。足下の国際労働移

動の実態についてみても、円安方向への動きが進む中にあっても、2022 年以降の中長

期在留外国人数は、過去最高の水準で推移している。 

 国際的にも人材獲得競争が激化している中で、国際的に理解が得られ、日本が外国

人材に選ばれる国であり続けるための雇用環境を整備していくことが必要である。こ

の点、一部の業種においては業所管省庁や業界団体が独自の取組みとして、キャリア

アップの仕組み作りや外国人雇用のノウハウの横展開に取り組んでいるがこうした動

きがさらに加速化されることが望ましい。 

 

＜②日本におけるキャリアアップ＞ 

○  外国人材の受入れにあたっては、日本で働くことによって、技能・知識を段階的に

向上させることができ、更にキャリアアップが見込める環境整備、共生社会の実現を

同時に進めることが重要である。 

 
68 東京有楽町にある同センター利用者の年代別割合を見ると、全体のうち 20 歳代、30 歳代が合わせて約

44.7％（2024 年３月）。 
69 令和５年度第７回雇用政策研究会 是川委員提出資料では、「アジアから先進国への国際移住において

日本は最大の受け入れ国」となっていることについて言及している。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001203619.pdf
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 特に、地域において外国人材を受け入れるにあたっては、地域の中小企業が、受入

れ体制や雇用管理に関する知識・ノウハウ等を十分持ち合わせておらず、外国人材へ

の理解も十分でないことが課題として考えられる。同じ業種・業界内で先行して外国

人材を受け入れている好事例を横展開し、外国人雇用のノウハウを広めるとともに、

都道府県と自治体が連携し、地域の特性を活かしつつ、外国人材が住みやすい地域を

つくることで、外国人材が円滑に地域に定着できるようにすることが求められる。 

○  さらに、受け入れる企業の意識改革も重要である。外国人材の受入れに関する不安

解消のため、マネジメントの意識改革とともに、外国人材とともに働く従業員のコミ

ュニケーションの円滑化支援などが求められる。働きやすい職場作りや処遇の改善を

通じて選ばれる職場となることが、外国人材の定着を図っていく上で重要となってく

る。また、外国人材の内部労働市場での活躍やキャリアアップの促進も外国人材の定

着の観点から重要である。現在、外国人雇用サービスセンターと大学等との連携を進

めており、外国人留学生が日本の就職活動のトラックに乗り遅れないようサポートを

行っている。こうした大学等との連携に加えて、ハローワークにおける留学生コーナ

ーを通じ、きめ細かな就職支援を行い、留学生と企業とのマッチング強化を図ってい

く必要がある。留学生の卒業後の日本企業における就職・定着を促し、将来的なキャ

リアップを見据えた支援を実施することで、労働市場における外国人材の包摂と日本

での活躍が期待される。 




